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日本気象予報士会　長期予報利活用研究会について

　日本気象予報士会長期予報利活用研究会（略称：長利研）は、日本気象予報士会の会員有志で構成する親睦団体の活動です。本会は2005年1月1日に設立され、2005年5月21日に有志親睦団体として日本気象予報士会の認定を受けました。本会の目的は、「気象庁が発表する長期予報（１、３か月及び暖・寒候期）の技術と活用方法を研究し、またその成果の発表を通じて、長期予報を利活用しようとする企業及び地方自治体等（以下企業等）に対して、気象予報士として適切かつ有効な知見（情報）を提供すること」です。本会の会員数は2006年4月15日現在で112名、職業もさまざまで居住地も全国各地にわたっています。

　本会最初の活動として、昨年夏から秋にかけて4回にわたる勉強会を東京で開催いたしました。日本気象予報士会副会長であり元・気象庁長期予報課予報官の酒井重典さんや、現役の気象庁予報官である渡辺典昭さんを講師としてお招きし、長期予報についての基礎講座（第1回～第3回）や最新の長期予報（第４回）などの講義を行いました。各々の勉強会への参加者は約30～60名、長期予報とは何ぞや？という基本的な事柄から、実際に気象事業者へ向けて提供される気象資料の読み方まで、長期予報に関する一通りの基礎知識を習得しました。

表 1　長期予報利活用研究会のこれまでの勉強会
	勉強会
	開催日時
	会場
	テーマ

	第1回
	2005年6月26日（日）

13:00-17:00
	東京上野

東京文化会館
	長期予報についての基礎講座（第1回）

	第2回
	2005年7月24日（日）

13:00-17:00
	東京上野

東京文化会館
	長期予報についての基礎講座（第２回）

	第3回
	2005年8月28日（日）

13:00-17:00
	東京上野

東京文化会館
	長期予報についての基礎講座（第３回）

	第4回
	2005年10月16日（日）

13:00-17:00
	東京虎ノ門

オカモトヤ
	勉強会
最新の長期予報


　今年からは、この会の本題である「利活用」の研究をスタート致しました。まず、2006年1月22日に、長期予報の利活用を研究する二つの専門部会（技術部会、市場開発部会）を立ち上げました。「技術部会」では、例えば気象庁発表の長期予報とその期間の気象現象との関係を比較検討し、長期予報の技術的レベルの限界やレベルアップの可能性について探りたいと考えています。「市場開発部会」では、長期予報を利用する企業等にアンケート調査を行い、長期予報利用の現状や実態、利用者のニーズや不満な点などを明らかにし、長期予報情報のあるべき姿を提示したいと考えています。
長利研では今後も基礎勉強会をはじめ、長期予報利活用に関する情報収集や予報利用企業に対するアプローチなど、積極的な活動を行っていく予定です。これらの活動に、日本気象予報士会会員の皆さんの積極的なご参加をお待ちしております。長期予報を利用した新しいビジネスモデルを研究したい方、長期予報を通じて気象予報士としての社会貢献をしたい方、ぜひ長利研の活動にご参加下さい。

　なお長利研に入会を希望される方は、お名前、ご住所、E-mailアドレス、電話番号を、長期予報利活用研究会事務局・川島博之さん（chakai_kaicho@yoho.jp）まで、電子メールでご連絡下さい。入会された方は長利研のメーリングリストに加入していただき、会員名簿にも記載させて頂きます。また、長利研の世話人も募集しております。長期予報の利活用に関心のある方の積極的なご参加をお待ちしております。
長期予報利活用研究会　第１回勉強会
6月26日（日）に開催されました「長期予報利活用研究会」第1回勉強会の模様を皆様にご報告申し上げます。

長期予報は、これから利用方法を工夫していく分野です。この勉強会をきっかけに、新たな利用方法が考案され、気象予報士から気象庁に予報プロダクトの要望や提案をしたり、日本気象学会で研究報告ができれば、、、と考えています。

実施日時：平成１７年６月２６日（日）　１３：００～１７：００
実施場所：東京文化会館（上野）　中会議室２
テーマ：長期予報についての基礎知識
講師：　日本気象予報士会副会長　酒井　重典　氏
　　　　　（元は気象庁で長期予報業務をご担当）
参加者：約５０名（会議室が一杯でした。。。）
内容：
＜長期予報利活用の意義＞
　「長期予報はあてにならない」と言いながら、企業は少しでも自社のビジネスに役立てようとしている。予報精度は今すぐ上がらないし、将来も確定的な予報は出ないにしても、長期予報に独特な確率的表現の利用方法を工夫することで、充分に価値のある情報となる。
　長期予報は現在、データや経験の蓄積中であり、気象庁の出した予報をアレンジして利用するのが気象予報士の役割であろう。
１．季節予報とは

　「季節予報」は気象業務法で定義された用語。
季節の変化には、平年から偏った天候があらわれる。天候の偏りを事前に予測し、必要な対策を立てるための情報として、季節予報がある。季節予報は気象現象の時間やスケールの大きなものを対象としており、そのため予報対象区分も北日本・東日本・西日本・南西諸島のように大まかなものとなる。
２．季節予報の始まりから力学的手法導入までの予報技術の歩み

　はじめて１か月予報が発表されてから約６０年。季節予報は、明治末期から大正初め（1900年代初め）にかけての北日本の低温期（冷害）に、農学者・気候学者が長期予報の研究を始めたことがきっかけ。最初の1か月予報や３か月予報は昭和17年に発表されたが、戦時中のため一般には知られず。戦後、ラジオ放送されるようになったが、寒候期予報を大きくはずしたため昭和24年に予報の発表を中止。データ収集や研究をすすめ、昭和28年に予報再開。当時の予報則は、ベーリング海の観測地点の気圧から日本の梅雨入りを予測するなど、相関に基づいたもの。今日のテレコネクションに通じる。
　力学的長期予報の導入は、1990年3月の１か月予報で、週間予報（数値予報）を15日間まで延ばしたもの（後半は統計的手法）。1996年3月には、１か月予報にアンサンブル予報を導入。季節予報で確率予報を開始。2003年には３か月予報、寒・暖候期予報にアンサンブル予報を導入した（ただし３か月予報等では統計的手法も併用）。
新しい長期予報は、「予測可能なもの」、「定量的な評価」が可能なものを予報対象とする。予報文も文章ではなく要素別（気温・降水量・日照時間・降雪量）予報を中心とし、確率表現とする。
３．アンサンブル予報

　大気のカオス的性質に対処するため、アンサンブル（集団）予報が開発された。初期値を複数個用意して予報を行い、統計的に最も起こり易い気象現象を予報する。
　カオスとは、初期値に含まれる小さな誤差が、時間の経過とともに増大すること。ローレンツのアトラクターで精度の良し悪しを説明。
　以前の統計的予測資料もいまだに有効で、改善された統計的予測手法として、CCA（正準相関解析）、OCN（最適気候値）がある。
　精度の良い長期予報のためには、気候系の現状を正確に把握する気候系監視報告が必要。シベリアの積雪状況とオホーツク海高気圧の相関関係を調査した研究もある。
４．長期予報の確率表示について

　季節予報では、気温や降水量等を「低い（少ない）」、「平年並」、「高い（多い）」の３階級の出現可能性の確率で表現。各階級の出現率が各々33％となるように決めている（気候的出現率）。[30%:40%:30%]では消極的な平年並であるが、[20%:50%:30%]は積極的な平年並。[20%:40%:40%]なら平年並か高いであるが、低くなる可能性は少ないということ。ユーザーの着目する点を理解して、気象予報士は解説する必要がある。
（質疑応答）
多くの質問が出て、活発な質疑応答が行われた。
次回（第２回：７月２４日（日））予告：
長期予報で出てくる用語、循環指数、エルニーニョなど。
なお、懇親会は１７：１５頃から１９：４０まで、上野駅前の「魚民」で開催。
約４０名程？の出席で、盛会であった。
-------------------------------------------------------

報告ここまで。
長期予報の利用に当たっては、気象以外の知識や経験も大いに役立つ可能性があります。この勉強会をきっかけに、今は気象業務に直接携わっていない気象予報士にも、活躍の場が広がることを期待します。
最後になりましたが、講師を務められました酒井様、
この研究会を企画されました並木様、佐々木様をはじめ世話人の皆様、
懇親会を盛り上げられました岩田様に、深く感謝申し上げます。
長期予報利活用研究会　第２回勉強会
７月２４日（日）に開催されました「長期予報利活用研究会」の第２回勉強会に、第１回勉強会に引き続き参加しましたので、その模様を皆様へご報告致します。
今回から参加という方も数多く出席され、酒井先生の講義に耳を傾けるとともに、活発な質疑応答も行われました。長期予報を利用した新しいビジネスモデルが、気象予報士の間から生み出されるかもしれません。今後の展開が非常に楽しみな研究会となりました。
実施日時：平成１７年７月２４日（日）　１３：００～１７：００
実施場所：東京文化会館（上野）　大会議室
講師：　日本気象予報士会副会長　酒井　重典　先生
　　　　　（元は気象庁で長期予報をご担当）
テーマ：長期予報についての基礎－その２
参加者：約５０名強（前回より広い会議室でも、ほぼ満員）
内容：
＜長期予報の利活用＞
長期予報が短期予報と異なることは、気象庁の担当部署が短期予報（今日・明日の天気予報や週間天気予報）では予報部であるのに対して、長期予報では地球環境・海洋部であることからも分かる。
長期予報に関しては、気象庁もカネや人を投入して改善を重ねている。自分で独自の長期予報を行おうとしても、気象庁より優れたモノ（科学的な根拠がしっかりした予報）をつくるのは、現段階では困難。気象庁が発表した予報を、どう解釈してどう利用するかが大事。「低い（少ない）」、「平年並」、「高い（多い）」の３階級の確率という長期予報独特の表現を上手く利用する方法を考えるのが、気象予報士のこれからの役割のひとつではないだろうか。
１．季節予報で主として用いる天気図

　長期予報で主に使う天気図は、500hPaの北半球天気図。さらに、１週間、１か月あるいは３か月などの平均値・平均図・平均天気図が用いられる。また、平年の状態からの偏りを示す偏差値・偏差図が使われる。
　その理由は、500hPa面が対流圏のほぼ中間の高度であり、長期予報では気温や降水量の平年からの偏差を予報対象とすること、および500hPaの高度偏差と地上気温の偏差との相関が高いためである。
　平年の月平均500hPa天気図を見ると、5700m等高度線の位置が、季節によって異なっている。冬は低緯度まで下がり5100mの等高度線も現れるが（北極に冷たい空気があるため）、夏になると5100mの等高度線は無くなり5700m等高度線も高緯度まで上がる。
　500hPa偏差図のパターンと天候との関係は、
　　　日本の南が正偏差・北が負偏差の東西流型
　　　　　　・・・天気は周期的に変化で、穏やか。
　　　日本の南が負偏差・北が正偏差の南北流型
　　　　　　・・・通常の反対で、停滞気味－ブロッキング。異常気象に。
　　　日本の東が正偏差・西が負偏差の西谷型
　　　　　　・・・日本の西に気圧の谷が持続で、天気はぐずつく。
　　　日本の西が正偏差・東が負偏差の東谷型
　　　　　　・・・低気圧が発達せず、晴れやすい。
　過去の寒冬（1986年）や暖冬（1993年）の例、冷夏（1993年）や暑夏（1994年）の例を見比べて、典型的な図を見ると理解が深まる。
2004年12月末～2005年1月にかけての寒気南下の例も。
（※とにかく、500hPa北半球天気図が長期予報で最も重要！）
２．季節予報でよく用いる用語類

　循環指数
　　　大気の状態をつかまえるインデックス。東西指数、極うず指数ｅｔｃ.

　　・東西指数
　　　　偏西風の蛇行の程度を見る指標。
　　・極うず指数
　　　　極付近の寒気蓄積の度合いを見る。
　　・中緯度高度指数
　　　　指数が負なら寒気の南下。
　　・東方海上高度指数
　　　　寒気の南下の判断に。
　　他にも指数はいろいろある（中高緯度の循環指数や、熱帯と海洋の循環指数など）。
　　天気の予想に指数は有効なので、必要に応じて利用する。
　　ただし、各種の循環指数と天候との相関が分かっても、天候予測とどう結びつけるかは課題。現象を理解するうえで必要なもの。
（参考資料：気象庁気候・海洋気象部編：「平成16年度季節予報研修テキスト　気候の変動と季節予報」，（財）気象業務支援センター，2004.）
　ブロッキング現象
　　　偏西風の蛇行が大きくなり、流れが分流してその状態が1週間以上継続すること。ブロッキング現象の予測は困難で、気象学永遠の課題。この予測ができれば、異常気象が予測できる。
　　・オホーツク海高気圧
　　　　暖候期にオホーツク海や千島付近に現れる停滞性の高気圧。冷夏の要因の一つ。
　　・太平洋高気圧
　　　　夏期に発達する高気圧。なお、太平洋高気圧の中心は北太平洋東部（米国の西岸）
で、日本付近まで張り出している部分を小笠原高気圧とも言う。太平洋高気圧が
「強い・弱い」ではなく、日本付近に強く「張り出してくるか・来ないか」が
正しい表現かも。
　　・亜熱帯高気圧
　　　　北緯20度～30度に夏期に発達する高気圧
　　・チベット高気圧
　　　　北半球の夏期モンスーン時期に、チベット高原上の対流圏上層に現れる高気圧。
チベット高原（標高3000～4000m）が太陽光を受けて熱源となる。100hPa高層
天気図で明瞭に見られる。
　　　　アンサンブル予報を補う総観（シノプティック）天気図の例として、2005年の
梅雨期におけるチベット高気圧の様子も。
　　季節内変動
　　　　40日～50日での変動。最近は長期予報で重視。
　　南方振動指数
　　　　エルニーニョ現象と関係。豪ダーウィンと南太平洋タヒチでの
　　　　気圧がシーソーのように変動したことから。
　　ENSO（えんそ）
　　　　エルニーニョ現象と南方振動をまとめて表現。
　　ウォーカー循環
　　　　赤道付近で東西方向の循環。
　　熱帯収束帯（ITCZ）
　　　　風の吹きだまり。上昇気流。
　　アノマリー相関
　　　　予測天気図と実況との比較。偏差でもって相関を見る。
　　北極振動（AO）
　　　　北極での寒気の蓄積・放出。主成分分析で第一主成分に。
　　速度ポテンシャル
　　　　回転と発散の成分のうち、回転を除いて発散のみ見たもの。
　　　　熱帯（低緯度）の状況を監視
　　暑夏・冷夏／暖冬・寒冬
　　　　気候値の３階級区分で、
　　　　　「高い」・・・暑夏、暖冬　　「低い」・・・冷夏、寒冬
　　　　ただし、暑さ寒さの度合いは関係ない。
　　　　1993年の冷夏と、1994年の暑夏の例との比較。
　　　　平均気温の経過、気温鉛直断面、偏西風の流れ。
　　　　チベット高気圧の違いも（100hPa天気図）。
　北暖西冷型
　　　長期予報特有の言葉。日本列島が関東で折れ曲がっている
　　　ので、「北日本」と「西日本」の暖・寒・並をいう。
　　　北冷西暑、北並西暖、北暖西並なども。
３．確率予報の利用等

　確率予報の利用
　　確率といえば、降水確率が馴染み深い。しかし、降水有無の確率値１つ。
　　長期予報は「高い」、「平年並」、「低い」の３つの確率があり、分かりにくい。
　　しかし、予測の不確定性が大きいものこそ、確率で表現すべき。
　　確率付きの長期予報は、予報の信頼性と危険率も合わせて表現している。
　コスト／ロス・モデル
　　確率値P%の予報が100回発表され、その予報を100回使う、というモデル。
　　１回あたりの対策費用C、対策による１回あたり損失軽減額Lで、
　　対策費総計Cost＝C×１００、損失軽減総計Loss＝L×P

　　損をしないためには、Loss＞Costが条件
　　したがって、P＞（C／L）×100

　　この中の、C／Lがコスト／ロス比（×100で％）。
　　確率Pがコスト／ロス比よりも大きいときに、対策をとる。
　　なお、対策費用Cや損失軽減額Lは、ユーザーが決める必要あり。
　　これは、予報を出す側とユーザーが共同して考えなければならない。
　　このあたりで気象予報士が活躍することに、大きな期待が寄せられている。
　確率予報の評価
　　発表した確率の値が適切であったかどうか。すなわち、100回とも「高い」結果なら、「高い」100%の予報でないとダメ。
20:30:50の予報なら、高くなった回数は50回が適切。
　　確率予報をどういう目的で使うのか（「低い」を避けたいのなら、「低い」確率20%
の予報であれば、対策は少なくてすむ。）、
　　確率の使い方をこれから開発していかなければならない。
このあと、質疑応答。
　　確率予報の生データを気象予報士が入手したら、どう使えるか？とか。
　　とにかく確率予報の使い方は、ユーザーがアイディアを出せる領域、ということ。
次回予告
　次回は８月２８日（日）１３：００～１７：００、東京文化会館（上野）。
　内容は、エルニーニョ現象、予報資料の見方、等。
　長期予報MLでも情報交換しましょう、とのこと。
この後、懇親会
　時間：１７：１５～１９：４５
　場所：「庄や」上野本店
　参加者：約４０名（？）ほど
　内容：テーブルのあちらこちらで、話が盛り上がっていた。
------------------------------------------------------------------

報告ここまで。
長期予報は、気象予報士が自分で長期の予報をしてお客さんに提供しよう、というよりは、気象庁発表の長期予報をどう利用して、自分（あるいはお客さん）に価値を提供しようか、という領域だと思います。
これには上述のコスト／ロス・モデルのように、ユーザーの対策費用や損失軽減額など、気象予報以外の知識や情報が必要となります。
気象関連事業者以外の会社に勤務する気象予報士の皆さんこそが、自社の対策費用・損失軽減額と気象予報を組み合わせたアイディアを出せる立場にあります。
ぜひ長期予報の研究会で、自社に役立つ事業モデルを作ってみませんか。
最後になりましたが、講師を務められました酒井様、
この研究会の代表である並木様、
勉強会だけでなく懇親会でも滞りなく準備されました佐々木（恒）様、岩田様
はじめ世話人の方々に、この場を借りて御礼申し上げます。
長期予報利活用研究会　第３回勉強会
８月２８日（日）に開催されました「長期予報利活用研究会」の第３回勉強会に、第１回、第２回に引き続き参加いたしましたので、その模様を皆様へご報告申し上げます。
今回で、「長期予報の基礎」全３回の勉強会はいったん完結しました。ここまでの勉強会で、長期予報をとりあえず「広く・浅く」理解して、参加者の長期予報に対する認識を統一しました。今後は長期予報の応用、すなわち本格的な”利活用”の方法を考える段階に進むことになります。
参加者の中には、さっそく今秋・冬の販売計画を立てる必要に迫られている方もいらっしゃいました。この勉強会が、そういう方々のお役に立てるように今後の研究を展開できれば、と思っています。
実施日時：平成１７年８月２８日（日）　１３：００～１７：００
実施場所：東京文化会館（上野）　中会議室１
講師：　日本気象予報士会副会長　酒井　重典　先生
　　　　　（元は気象庁で長期予報をご担当）
テーマ：長期予報についての基礎－その３
参加者：約５０名弱（前回より会議室が狭く、部屋の定員一杯）
内容：
＜長期予報はムズカシイ＞
長期予報を完全に理解するには、３回くらいの勉強会では、どうしても時間不足である。（３回の勉強会ですべて理解できるなら、気象庁職員の立つ瀬がない・・・。）この勉強会ではとにかく、長期予報に関しては見たことがない資料は無い、という程度まで広く浅く長期予報を紹介する。季節予報支援資料は、いちど見た程度では読み方が分からないハズなので、分からないことは遠慮せず、メーリングリストを通じてどんどん質問して下さい。
１．エルニーニョ現象

　エルニーニョ現象とは、南米ペルーやエクアドル沖から、中部太平洋赤道域にかけての広い海域で、海面水温が平年に比べて１℃～２℃程度高い状態が、半年～１年半程度続く現象をいう。気象庁の定義では、「太平洋東部赤道域（エルニーニョ監視海域：北緯４度～南緯４度、西経１５０度～西経９０度）の月平均海面水温偏差の５か月移動平均が６か月以上連続して＋０．５℃以上になった場合」となっている。（同様に、－０．５℃以下になった場合はラニーニャ現象と定義。）
このように、５か月移動平均や６か月以上継続したデータが必要なため、夏頃になってようやく「この春頃からエルニーニョ現象が発生している模様である。」というような発表がなされるのもやむを得ない。
　また、太平洋東部の平年の海面水温は２４℃程度であり、海面水温が１℃～２℃上昇するといっても、太平洋西部の平年の海面水温２８℃程度よりも低いか同程度である。見方によっては、太平洋西部の暖かい海水が太平洋東部まで広がる、とも言える。
　エルニーニョ現象発生時には、大気と海洋の流れに関して、
・太平洋熱帯域の貿易風（偏東風）が弱化
・太平洋熱帯域の暖水が西部から東部へ移動
・東部太平洋赤道域の海面水温の上昇
・活発な積乱雲（対流活動）の発生位置が移動
などの変化が起こる。しかし、エルニーニョ現象発生のきっかけについては諸説があり、何が原因かは十分に解明されていない。
　豪州のダーウィンと太平洋上のタヒチとの地上気圧の差を指数化した南方振動指数（SOI）が数年ごとに変動する現象とエルニーニョ現象との対応から、大気と海洋が密接に結びついた同一の現象に関して、SOIは大気側の側面、エルニーニョは海洋側の側面と理解される。
　エルニーニョ現象発生時の冬季に発生しやすいPNA（Pacific North America）パターンのような気圧偏差により、赤道から遠く離れた地域でも異常気象が発生する。エルニーニョ現象、ラニーニャ現象発生時の世界の天候には特徴的な気温分布や降水量分布があり、世界的な異常気象をたびたび引き起こしている。エルニーニョ現象と日本の天候との関係は、
・梅雨明けの遅れ（特に九州南部・四国）
・冷夏傾向（全国的・特に西日本）
・暖冬傾向（東日本・西日本・南西諸島）
などである。ラニーニャ現象発生時は、梅雨明けの早い傾向があるが、夏・冬に顕著な傾向は見られない。また、エルニーニョ現象発生年には台風発生数がやや少ない傾向がある。
　エルニーニョの予測には、大気と海洋を結合したモデルを使い、コンピュータで膨大な計算を行っているが、まだ正確な予測をするまでには至っていない。
２．季節予報作業について

　季節予報は、１か月予報が毎週金曜日１４：３０、３か月予報が毎月２５日頃、暖候期予報は２月２５日頃、寒候期予報は９月２５日頃に気象庁から発表され、季節予報の資料は、気象業務支援センターを通じて配信されている。
　予報作業の大まかな流れは、
（１）実況経過の把握
（２）予想の信頼度の検討
（３）数値予報結果（循環場など）の検討
（４）ガイダンスに基づき、予報・確率の検討
（５）顕著現象発生の可能性検討
（６）解説資料の作成
の順である。
３．季節予報支援資料の見方

＜１か月予報の場合＞（2005年7月22日発表資料の例）
（１）実況経過の把握
　１か月予報資料（１）実況解説図を見る。
左から、過去１か月の平均、２週間前の平均、直近１週間の平均、直近２週間の平均。
上から、500hPa高度・偏差図、850hPa温度・偏差図、海面気圧・偏差図。
500hPa高度場で、影の部分は負偏差で、平年より高度（気圧）が低いところ、すなわち冷たい空気があったところを意味する。（ただし、直接的にどういう天気かは記述しにくい。）
図の見方は例えば、日本付近に着目すると、左端の１か月平均の500hPa高度・偏差図から冷たい空気が北海道・東北北部にあったことが分かる。850hPa温度・偏差図からも、北海道が冷たい空気に覆われていたことが分かる。右端の直近２週間の500hPa高度・偏差図では、北海道だけが負偏差であり、右から２番目の直近１週間の500hPa高度・偏差図では、北から冷たい空気が流れ込んできているのが分かるが、右から３番目の500hPa高度・偏差図では北日本に負偏差（冷たい空気）がない。よって、１か月平均における北海道・東北の負偏差は、直近１週間の冷たい空気の流入が原因とわかる。
（２）予想の信頼度の検討
　１か月予報資料（３）スプレッド・高偏差確率を見る。
左から、予報１か月平均、予報１週目の週平均、予報２週目の週平均、予報３～４週目の週平均。上から、500hPa高度・スプレッドの図、500hPa高度高偏差確率・標準偏差の図。
スプレッドとは、アンサンブル予報を構成している個々のアンサンブルメンバーのばらつきを示す指標。アンサンブル平均を基準とした個々のメンバーの予報誤差の２乗平均を、気候値の標準偏差で割って規格化した値を用いている。スプレッドが１程度であれば気候値程度（自然の変動程度）であり、１より小さい場合は気候値よりも小さく、１より大きい場合は自然の変動よりもばらつきが大きい。
高偏差確率とは、大きな偏差（正と負の両方）の起こる可能性の程度、という意味。
＋印の影が正の偏差確率、－印の影が負の偏差確率。
閾値（しきいち）は、気候値の標準偏差のプラス、マイナス０．５倍として、バラツキの大きいところを示している。
図の見方は例えば、500hPa高度・スプレッドの図で信頼度の空間分布を見ると、予報１週目は影付き（スプレッド大）がなくばらつきが小さいので信頼度が大きいが、予報２週目からは影付きが増えてきており、後半２週間はほとんどが影付きのため、信頼度の高い予報（確率40％～50％）を出すことが難しくなる。
　１か月予報資料（４）各種時系列を見る。
左上から、850hPa気温偏差（北日本、東日本、西日本、南西諸島）、極東域東西指数、沖縄高度。右上から、東方海上高度、オホーツク海高気圧指数、スプレッド（北半球、日本）、速度ポテンシャル。気温偏差の図は、見るからにスパゲティが絡まっているように見えるので、「スパゲティ・ダイアグラム」と呼ばれている。スプレッドの時系列は、１週目は「１」以下で信頼できるが、２週目以降は「１」以上で信頼できないことを示している。なお、中央の短い太線は１か月平均のスプレッド。
（３）数値予報結果（循環場など）の検討
　１か月予報資料（２）アンサンブル平均図を見る。
左から、予報１か月平均、予報１週目の週平均、予報２週目の週平均、予報３～４週目の週平均。上から、500hPa高度・偏差図、850hPa温度・偏差図、海面気圧・降水量の図。影の部分が負偏差域を示す。
図の見方は例えば、上記（１）実況（２）信頼度の検討から、日本付近に大きなスプレッド、偏差も無いことを確認し、予報資料が使えると判断してからアンサンブル平均図を見ると、日本付近は負偏差領域となっている。
500hPa高度・偏差図では１週目から日本は負偏差域、
850hPa温度・偏差図では１週目に北日本に冷たい空気、、、
というような判断をする。なお、長期予報の天気図とその時々の天候との関係は、過去の事例を把握して、出てきた天気図から各々の地域の天候と循環場との関係をしっかりつかまえるのが基本である。
（４）ガイダンスに基づく要素別予報・確率値の決定
　１か月予報資料（５）ガイダンス（北日本・東日本）４週間平均、
　１か月予報資料（６）ガイダンス（西日本・南西諸島）４週間平均、
　１か月予報資料（７）ガイダンス（北日本・東日本）１週目、２週目、３～４週目、
　１か月予報資料（８）ガイダンス（西日本・南西諸島）１週目、２週目、３～４週目を見る。
地域毎に左から、気温（確率・出現率）、降水量（確率・出現率）、
日照時間（確率・出現率）、降雪量（確率・出現率）、晴れ日数、
降水日数、雨日数を示す。
各地域に３行のデータがあるのは、
上段は期間平均予測式による確率ガイダンス・・・１週目、２週目、３～４週目で平均。
中段は日別予測式によるガイダンスと出現率・・・むこう２８日間の毎日の天気図で平均。
下段は期間平均予測式によるガイダンスと出現率。
を各々示している。このような別々の予測式を使用する理由は、例えば降水量などは、１か月平均の天気図から予測する降水量と、毎日の天気図から予測する降水量とは異なると考えられ、どちらが良いかわからなかった名残である。
これらのガイダンスの中から、どれが良いかを予報官がその時に応じて選ぶ。
（↑重要？）
その際、下に示したヒストグラム（日別／期間平均）も参考にして、ばらばらに飛んでいるものよりも、正規分布に近い方の予測式を採用する。
（５）予想される天候のシナリオ
　全般季節予報支援資料の文章を見る。事業者向けの資料のため、気象庁特有の「内輪の表現」が使われている。
全般季節予報
　最初に結論が書いてある。
　１．最近の実況
　事実を淡々と述べている。予報資料（１）の実況解析図のことも。
　２．数値予報の信頼度
　予報資料（３）のスプレッド、高偏差確率から得られた結果を述べている。
　この例では、信頼度は小さい、が結論。
　３．アンサンブル平均天気図
　予報資料（２）のアンサンブル平均図の結果と解釈を述べている。
　４．ガイダンス
　予報資料（５）～（８）のガイダンスの解釈を述べている。
　なお文中の「区々」は、”まちまち”という意味。ガイダンスから読み取れないことを示している。
　５．まとめと予報
　予報官はどう判断するか、が述べられている。気象庁特有の言い回しが多い。この部分の表現は予報官によって異なるので、上手に「行間を読む」練習が必要。
＜３か月予報の場合＞（2005年6月23日発表資料の例）
　３か月予報は従来、統計的手法（相関法：重回帰など、類似法：過去の天気、周期法：東西指数の外挿）を用いていたが、平成15年度からアンサンブル予報を導入し、主観的な予報から極力、客観的な予報へと移行している。
アンサンブル予報と併用する統計予測資料は、
・３か月予報資料（１）統計予測資料（OCN）
　OCN（最適気候値）手法・・・周期法、類似法に近い。
・３か月予報資料（２）統計予測資料（CCA）
　CCA（正準相関分析）手法・・・重回帰式による予測に近い。
これらの統計資料は、毎月の初めには出てくる。
・３か月予報資料（３）実況解析図（一部予報値含む）
左から、前３か月の平均、予報発表月を含む前３か月平均、前１か月平均、予報発表月の１か月平均。上から、500hPa高度・偏差図、500hPa気温・偏差図、海面更正気圧・偏差図。影は負偏差。
・３か月予報資料（４）熱帯・中緯度予想図
左上は海面水温偏差（予報の境界条件）、右上は降水量偏差アンサンブル平均
左列は200hPa速度ポテンシャル、中列は200hPa流線関数、
右列は850hPa流線関数。流線関数は大気の流れをよく表している。
・３か月予報資料（５）北半球予想図
左から、予報３か月平均、予報１か月目、予報２か月目、予報３か月目。
上から、500hPa高度・偏差図、850hPa気温・偏差図、海面更正気圧・偏差図。
影の部分が負偏差。
・３か月予報資料（６）高偏差確率・ヒストグラム
上半分は、500hPa高度・高偏差確率。左から、予報３か月平均、１か月目、２か月目、３か月目。なお高偏差とは、予測された北半球500hPa高度の平年偏差の絶対値が解析値の標準偏差の0.43倍を超える場合と定義。閾値より高い高度が予想されたところに影がつく。
下半分は、各指数のヒストグラム。右下は正規分布。
各指数が高い方か、低い方か、それとも正規分布に近いかを見る。
・３か月予報資料（７）各種指数類時系列図
上半分は、各種指数のスパゲティ・ダイアグラム。実況と予想で計７か月分。
下半分の左から３列は、循環指数類の３か月平均時系列過去３０年分。
下半分の右端は、層厚換算温度偏差１か月平均時系列過去５年分。
・３か月予報資料（８）数値予報ガイダンス（気温・降水量・降雪量）
地域別に、３か月平均、１か月目、２か月目、３か月目。
・３か月予報資料（９）数値予報ガイダンス（日照時間・天気日数）
地域別に、３か月平均、１か月目、２か月目、３か月目。
・全般季節予報支援資料
全般季節予報
　まず結論が先。
　１．大気の実況
　２．海洋の実況と予測
　３．数値予報
　４．予報の根拠とまとめ、天候のイメージ
読み方は、１か月予報とほぼ同様。つまり、「行間を読む」（？？）。
４．質問に答えて（抜粋）

Q1.アンサンブル予報の信頼度が低い場合、その予報はアテになるのか？
A1.アンサンブル予報の信頼度が悪ければ、気候値予報（33%：33%：33%）を使う。
それでもダメなら、持続予報（いまのまま続く）を使う。
Q2.長期予報は地域も期間も大雑把だが？
A2.大雑把なのは、いまのところやむを得ない。
他。
５．勉強会のまとめ

　長期予報について気象庁は、予報の仕方（数値予報モデルの改良など）は考えているが、長期予報確率の使い方はまだまだの段階である。長期予報を一般の人あるいは業界の人がどう利活用するかは、気象庁担当者の最大の関心事であり、それだけ苦心しているということでもある。この勉強会の成果を気象庁にフィードバックするとともに、どう商売に役立てていくかを考えることこそが、この研究会を立ち上げた最大の目的であろう。
　諸外国の長期予報については各国とも似たようなもので、米国では１か月予報でもいまだに統計的手法を用いている（日本はアンサンブル予報）。しかし、統計的手法であっても画期的なモノがあれば、大いに採用する可能性もある。
　近年のリスクマネジメントは、天候デリバティブにも代表されるが、どう確率予報を使うかが、これからの研究課題である。
　今後、気象庁の計算機が更新され、数値予報の精度が向上したとしても、出てきた予報の使い道を考えるのは、やはり気象予報士の役割であろう。
６．長期予報利活用研究会、今後の計画

　世話人の間で検討し、今後についてを現在計画中。
まずは、これらの予報資料を読めるように各自復習して下さい。
また、ホームページにはできる範囲で予報資料をアップロードしたい。
（アップロード先は、別途検討中。）
この後、懇親会。
時間：　１７：２０～１９：２０
場所：　「庄や」上野本店
参加者：１６名
内容：長期予報の利活用の他、気象に関するさまざまな話題。
--------------------------------------------------------------------

報告ここまで。
長期予報の勉強はこれで終わりではなく、これからが本格的研究の
スタートです。皆さんの会社における具体的事例を元に、より実践的な
テーマについて参加者の知恵を集め、長期予報の付加価値を創造してみませんか。
最後になりましたが、３回にわたり勉強会の資料を作成し、
講師を務められました酒井様、この研究会の代表である並木様、
参考資料を準備・提供して下さった佐々木（恒）様、
ホームページを作成して下さった岩田様をはじめ、
勉強会の開催・運営に携わった世話人の方々に深く感謝申し上げます。
長期予報利活用研究会　第４回勉強会
10月16日（日）に開催されました「長期予報利活用研究会」の第４回勉強会に、第１回、第２回、第３回に引き続き参加致しましたので、その模様を皆様へご報告申し上げます。
今回は、これまでの「長期予報の基礎」全３回の勉強会を踏まえ、最新の長期予報手法の動向など、基礎的勉強の総仕上げでした。今後は、長期予報を利活用するための具体的な実践に移ります。長期予報の利活用は、あらゆる職業のメンバーを擁する日本気象予報士会の強みを生かせる分野のひとつです。
実施日時：平成１７年１０月１６日（日）　１３：００～１７：００
実施場所：オカモトヤ（東京・虎ノ門）　４階会議室
講師：　気象庁　地球環境・海洋部気候情報課　　渡辺　典昭　先生
　　　　　（気象庁で長年にわたり長期予報をご担当）
テーマ：長期予報の利活用に向けて
　※なお今回の内容は、渡辺先生の個人的な気象知識の提供であり、気象庁の公式見解ではない、とのことです。
参加者：３０名強（会議室の前から後ろまで、ほぼ一杯でした。）
内容：
＜長期予報を利用するには、どういう知識が必要か＞
本日の講師である渡辺先生は、前回までの講師を務められた酒井先生と同じ職場（長期予報課）で、長期予報について長年の経験を積んだ予報官である。気象庁内部では、長期予報の利活用についてはほとんど関心がない。気象予報士が、長期予報の利活用について考えてくれるのは、非常に嬉しい限りである。今日は、長期予報の利活用に向けて、
（１）気象庁の長期予報（季節予報）
　・予報の概要、　・予報の手法、　・予報資料とその使用法
（２）長期予報の利活用
　・長期予報利活用に向けての動向
　・１か月予報のパフォーマンス
（３）その他、気象庁の動き
などについて述べる。
（１）気象庁の長期予報（季節予報）
長期予報の基本
・現象のスケール・・・空間的に大きな現象、ゆっくり変動する現象
・平年からのズレ・・・対象となる現象の変動幅は小さい
・季節変化・・・非常に大きい
（「この夏は、冬よりも暖かい」と言えば、いくら冷夏でも予報が当たるが、そんな予報は使えない。したがって、平年からのズレで予報する。）
気象庁の長期予報の概要
・１か月予報、３か月予報、暖候期予報、寒候期予報。
・予測手法は、数値予報（アンサンブル予報）と統計的手法。
長期予報のためのシステム
・初期値と境界条件（３か月予報、予測した海面水温を与える）。
・ECMWF（European Centre for Medium-Range Weather Forecasts）は、大気海洋結合モデルを使用している。
統計的手法
・CCA（正準相関分析）
　第１主成分が海面水温の経年変化（トレンド）となった。（海面水温上昇傾向）
　第２主成分がエルニーニョのパターン。・・・困った。。。
力学的手法
・第１種の予測可能性・・・初期値の微小な誤差が急激に増大。
・第２種の予測可能性・・・境界条件の変動が外力として働く。
数値予報の概要
・初期摂動作成手法
　１か月予報
　　BGM法・・・誤差が大きくなるもの
　　24時間LAF法・・・初期値そのものを変える
　３か月予報
　　SV法（最適モード法）・・・過去データにどういうところに違いがあると
　　　　　　　　　　　　　　　違いが大きくなるかを解析する方法
ガイダンスとは、、、
　粗い格子から細かい情報、すなわち高度・風などの数値予報モデル出力の格子点値から、発表予報の気温、降水量などを抽出。
ガイダンスの概要（１か月予報）
・日別予測式ガイダンス
・期間平均予測式ガイダンス
・確率ガイダンス
手法は重回帰式。目的変数は地域平均平均気温、降水量平年比、日照時間、平年比など。説明変数は850hPaや500hPaの温度・高度や風の成分、渦度、湿りなど。
なお、「系統誤差の除去」とは、モデルの癖を考慮して、その影響を取り除くこと。
ガイダンスの概要（３か月予報）
・ガイダンス（最適予測値）・・・重回帰式。
・確率・・・分布を仮定。
長期予報作業の実際
・１か月予報・・・2005年9月2日発表分を例にして
まずは、紙をボンヤリ眺めることから始める。
500hPa高度図、スプレッド・高偏差確率の図など。
台風14号がウロチョロしていたので、どうしたものか、、、。
ここ数年は9月の気温が高く、秋雨の雨が10月にずれ込んでいる。
ガイダンスの確率の数値、ヒストグラムの分布など、を考慮。
・３か月予報・・・2005年5月25日発表分を例にして
太平洋・大西洋で対流活動の活発なところ。フィリピンと日本との相関。
どうも話がうまく合わないと、、、気候値に合わせる。（人間のできること。。）
ガイダンスには熱帯の情報があまり入ってこないので、どう加味するかが予報官の腕の見せ所となる。
（２）長期予報の利活用
天候デリバティブに脚光（日経流通新聞1999年9月21日）
立平（1999）「従来、気象予報の精度向上のためには多大の努力が払われてきたが、今後は、最大の利益を引き出す技術にももっと関心を払うべきである。」
長期予報利活用に向けての動向
2000年3月の極端な予報例・・・使おうとするときに、どう使ったらよいか？
1999年12月の極端な予報例・・・1個のとんでもない予報が、実況に一番近かった。
いつもいつもアンサンブル平均が良いわけではない。1個だけ外れた予報が良いわけでも、もちろんない。
アンサンブル予報の未来（Palmer et al.,2000）・・・確率予報の定量的利用に向けて
　ユーザー・アプリケーション・モデル：目的にあった確率密度モデル
長期予報利活用に向けての動向
・ヨーロッパECMWF　"Member State Meeting"　モデルの検証
・アメリカNOAA　Work Shop （2006年3月に、やっと第4回目）。
※このWork Shopでは、予測に関する技術的なことは扱わない！
・立平（1999）の提唱するスキーム
　仕様書に合わせた気象予報・・・ここが一番大変。
　気象予報の精度評価・・・ある程度のデータがないと、こっちも大変。
確率予報の評価方法とパフォーマンス
・信頼度曲線と頻度
・ROC（Relative Operating Characteristics）
・損失軽減率
信頼度曲線は、Y=Xの線上に乗れば理想的。しかし、、、。
ROCの算出方法は、コスト／ロス・モデル。
損失の軽減率は、コスト／ロス・モデルを仮定して、計算式。。
１か月予報ガイダンスの成績は、気温はまずまずだが、降水量、日照時間はあまりよくない。損失軽減率についても、予報の価値評価は同様に、気温はまずまずだが、降水量、日照時間については寂しい状況。
※各々のユーザーのコスト／ロス・モデルについて、どんな特徴が出るか、各自考察のこと。
（３）気象庁の長期予報のこれから
・計算機システムの更新：2006年3月
→メンバー数の増加（26から50に）、ガイダンスデータの増加、CSV形式化
ガイダンスデータの増加については、
　対象地域：全国34地域（地方予報区の細分区まで）
　対象期間：7日平均値1日ずらし、14日平均値1日ずらし
　種類：日別予測式、期間平均予測式、確率ガイダンス
※例えば地域平均気温の予測では、日毎に「高い」、「平年並」、「低い」確率を予測。
更新後の目標：確率密度関数の推定。主要地点の確率密度関数も推定。
※ここまで出てくれば、気象に詳しくなくても何か出来そう・・・。統計の意思決定理論など。
その他
・2003年夏、2004年夏の1か月予報について
・ロスビー波のエネルギー伝播
・大循環の話題と最近の予報から（熱帯季節内変動）
この後、質疑応答５件。
懇親会
時間：　１７：００～２０：００
場所：　「月の宴」虎ノ門駅前店
参加者：　約２０名
内容：　講師の先生方へ、長期予報に関する個別質問や、
　　　　長期予報利活用に関する今後の展開など（？）。
-----------------------------------------------------------------------

報告ここまで。
長期予報利活用研究会は、これでひとまず基礎的な勉強は終了し、次のステップに進みます。具体的には、長期予報に対するニーズを把握し、その解決策を考えることです。
そのためには、さまざまな知恵を持つ気象予報士の協力が欠かせません。
皆さんも、長期予報利活用研究会で、社会に役立つ知識を創出してみませんか。
最後になりましたが、今回の勉強会の講師を務められました渡辺様、引き続き勉強会へアドバイスを下さいました酒井副会長、この研究会の代表である並木様、ホームページを作成して下さいました岩田様、勉強会の運営について、資料コピー、受付、会計、会場設営でご尽力された世話人の皆様に、この場を借りて深く御礼申し上げます。
以上、長期予報利活用研究会第４回勉強会の報告まで。
気象講演会（東京）と長利研・意見交換会
　去る１月22日（土）には、気象庁主催の気候講演会（東京）に合わせて長利研のメンバー有志が東京都内に集まり、講演会へ聴衆として参加した後に意見交換会を実施しました。
１．気象庁主催・気候講演会（東京）

テーマ：　～地球温暖化と異常気象～
日時：　平成１８年１月２１日（土）　１４：００～１７：００
場所：　科学技術館・サイエンスホール　（東京都千代田区）
講演内容：
（１）地球温暖化と都市の高温化
　～深刻化する東京のヒートアイランド～
首都大学東京　都市環境学部教授　教授　三上　岳彦　氏
（内容）地球温暖化と都市の高温化について、
　どうなっているの？・・・高温化・広域化
　どうして？・・・人工排熱＋地表面の人工化
　どうすればいいの？・・・緑と水と風
という観点から、具体的なデータや画像を用いて説明して下さいました。
（２）地球温暖化は異常気象にどのような影響を与えるのか
気象庁　地球環境・海洋部　気候情報課長　栗原　弘一　氏
（内容）昨秋に発表された「異常気象レポート2005」の中から、地球温暖化と異常気象の関係すなわち、気温が上昇して大雨の頻度が増えている実態や、今後予想される気温や降水量の変化についてお話がありました。
（３）地球温暖化防止のためにわたしたちができること
全国地球温暖化防止活動推進センター　桃井　貴子　氏
（内容）日本や世界の気候の変遷から、地球温暖化が既に始まっていること、地球温暖化防止のための「究極の目的」、国際的な約束である「京都議定書」と日本の削減義務、日本の温室効果ガス排出量および京都議定書目標達成計画、地球温暖化の原因となるライフスタイルや価値観のお話があり、地球温暖化防止のためにわたしたちができることは何かを考えました。
講演２．の中で会場から、「11月時点では『暖冬予測』だったのに、12月は全国的に低温で日本海側は大雪となっている。この冬の気象状況について、気象庁は分析しているのか？」という質問がありました。その回答として、「11月下旬の３か月予報では12月に気温が低くなると予報したが、寒波と大雪がこれほどになるとは予測できなかった。11月中旬以降に北半球全体で偏西風の蛇行が強まり、日本付近や北米、ヨーロッパに北極の寒気が南下しやすくなった。また、西部太平洋熱帯域の対流活動が活発な状態が続いて、寒気の南下が大規模かつ長期間持続した。」というお話がありました（詳しくは、平成18年1月25日の気象庁報道発表資料「平成17年12月の天候をもたらした要因について（速報）」をご覧下さい）。
２．長利研意見交換会（兼・新年会）

日時：　１月２１日（土）　１７：４５～２０：００頃？
場所：　「いろは」パレスサイド店
　　　　　（地下鉄東京メトロ・竹橋駅の上）
参加者：約１６名
内容：
　その後の長利研意見交換会（兼・新年会）では、長期予報利活用研究会の顧問に就任された酒井さんを囲んで、気象講演会のテーマを題材にした長期予報の「利活用」に関する活発な意見交換や気象談義が行われました。例えば、地球温暖化発見の歴史、京都議定書の評価や地球温暖化シナリオに関する賛否から、東京都心部と郊外での気温の違い、昔と今との寒さの感じ方の違いや大雨の多さの違いなど異常気象に関すること、社会生活や経済活動に大きな影響を及ぼす気象災害に関連する話、さらにはエネルギー消費量を抑えるために新型の洗濯機に買い換えた話や、寒い日に寒そうな服装で暖房を「強」にする昨今の風潮に対する苦言まで、硬軟織り交ぜた話題が飛び交いました。なかでも『暖冬予測』に対しては、11月下旬の3か月予報では12月の気温が平年並みか低くなる予報だったこと、同じく１か月予報では２週間先に気温が「低い」確率50%となっていたことなど、振り返ってみると12月の『寒冬』の可能性が予測されていたことが分かりました。しかし、1月や2月の気温が平年並か高い予測のため今冬全体では「暖冬」予報だったこと、そのおかげでマスコミも12月の低温予測にはさほど注意を払わず、そのために「予報が外れた」印象が強いのではないか、ということが議論になりました。長期予報（季節予報）は毎日の天気予報や週間天気予報と比べると発表頻度が少なく、どうしても関心が低くなりがちです。それでもやはり「最新の」情報に注意し、前回の発表と変更点があればすぐさま対応策を検討することが、長期予報利活用の上でも基本となるのではないか、という結論に達しました。

　以上、長期予報利活用研究会（長利研）の活動を簡単に紹介して参りました。長利研の活動を進める上での役員の方々も任命され、日本気象予報士会の有志親睦団体としての組織体制も整っています。長期予報をはじめとする気象情報を利活用し、社会に貢献することが、われわれ気象予報士に与えられた任務と役割ではないでしょうか（ちょっと大袈裟かな？）。これからも、皆さんの知恵と行動力を合わせて、活動をさらに発展させていきましょう。
· 以上の内容は、日本気象予報士会の会報「てんきすと」や、日本気象予報士会のメーリングリスト（forum）に掲載された内容を編集し、再構成したものです。また、勉強会の資料等は日本気象予報士会のホームページ（http://www.yoho.jp/）の「会員活動」＞「長期予報利活用研究会ホームページ」中の、各々の勉強会ページにあります。併せてご覧下さい。
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